
総論

文化庁は，総合的な文化行政を推進するための機能強化と京都への本格的な移転に向けた
取組を進めています。具体的には，文化芸術の創造・発展，継承と教育の充実を進めるとと
もに，文化芸術を通じた共生社会の実現，イノベーションの創造や国家ブランドの構築を目
指し，様々な施策を展開しています。また，国語・日本語教育に関する施策の推進，著作権
施策の展開，宗教法人制度の運用等，様々な取組を行っています。

	 第1節	 	文化芸術推進基本計画（第1期）と				
文化予算

1	文化芸術推進基本計画（第1期）について
「文化芸術推進基本計画―文化芸術の「多様な価値」を活

い

かして，未来をつくる―」（以下
「基本計画」）は，文化芸術基本法に基づき，文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るため，文化審議会での審議や文化芸術推進会議における関係府省庁との調整等を経
て，平成30年 3 月に閣議決定されました。

基本計画では，文化芸術は，国民全体及び人類普遍の社会的財産として，創造的な経済活
動の源泉や，持続的な経済発展や国際協力の円滑化の基盤となるものであり，本質的価値に
加え，社会的・経済的価値を有していることが明確化されました。また，今日，少子高齢化
やグローバル化，高度情報化などが急速に進展する中で，変化に応じた社会の要請に応じつ
つ，関連分野との連携を視野に入れた総合的な文化芸術政策の展開が求められていることに
言及されています。さらに，2020（令和 2）年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

（以下，「2020年東京大会」という。）は，スポーツの祭典であると同時に文化の祭典でもあ
り，我が国の文化芸術の価値を世界へ発信する大きな機会であるとともに，文化芸術による
新たな価値の創出を広く示していく好機であることも示されています。

また，文化芸術基本法の精神を前提としつつ，文化芸術の「多様な価値」（本質的価値及
び社会的・経済的価値）を創出して未来を切り拓

ひら

くため，中長期的な視点からの四つの目標
（「今後の文化芸術政策の目指すべき姿」）を定めています。さらに，これらの目標を中長期
的に実現するため，5 年間（対象期間：平成30年度から令和 4 年度までの 5 年間）の文化
芸術政策の基本的な方向性として，六つの戦略と，それぞれの戦略に対応した基本的な施策
として，関係府省庁の施策や文化芸術基本法において基本的な施策に例示として追加された
事項を含め，約170の施策を盛り込んでいます。

引き続き関係府省庁をはじめ各関係機関との連携及び協働を図りながら，基本計画に基づ
き必要な取組を進めていきます。
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	 図表 1 	 文化芸術推進基本計画（第1期）の概要

○新・文化芸術基本法第７条に基づく初めての文化芸術推進基本計画。今後の文化芸術政策の目指すべき姿や今後５年間（2018 ～
2022年度）の文化芸術政策の基本的な方向性を示したもの。

○文化芸術の本質的価値に加え，文化芸術が有する社会的・経済的価値を明確化。文化芸術立国の実現に向けて，文化芸術により生
み出される多様な価値を，文化芸術の更なる継承・発展・創造に活用・好循環。

○関係府省庁の文化芸術関連施策について新・文化芸術基本法第36条に基づく「文化芸術推進会議」（関係府省庁の局長級会議）
での連絡調整を経て盛り込み。文化ＧＤＰ等の評価指標に基づく評価検証サイクルを確立し，毎年度計画をフォローアップ。

○文化審議会ではこれまで総会，文化政策部会，基本計画WGを計15回，分野別分科会・WGを計14回開催。文化芸術関係者を委
員に迎え，文化芸術団体からのヒアリングを実施するなど，現場の意見を幅広くくみ取って審議。

本計画の位置付け・ポイント

Ⅰ文化芸術政策を取り巻く状況等

文化芸術立国の実現を

Ⅱ今後の文化芸術政策の目指すべき姿

文化芸術は，それ自体が固有の意義と価値を有し，心豊かな活力ある社会
の形成にとって極めて重要な意義を持ち続けるという文化芸術基本法の精
神を前提とし，以下のように定める。

目標１ 文化芸術の創造・発展・継承と教育
文化芸術の創造・発展，次世代への継承が確実に行われ，全ての人々に充実し
た文化芸術教育と文化芸術活動の参加機会が提供されている。

目標２ 創造的で活力ある社会
文化芸術に効果的な投資が行われ，イノベーションが生まれるとともに，文化
芸術の国際交流・発信を通じて国家ブランド形成に貢献し，活力ある社会が形
成されている。

目標３ 心豊かで多様性のある社会
あらゆる人々が文化芸術を通して社会に参画し相互理解が広がり，多様な価値
観が尊重され，心豊かな社会が形成されている。

目標４ 地域の文化芸術を推進するプラットフォーム
地域の文化芸術を推進するためのプラットフォームが全国各地で形成され，多
様な人材や文化芸術団体・諸機関が連携・協働し，持続可能で回復力のある地
域文化コミュニティが形成されている。

「文化芸術推進基本計画（第１期）」の概要
～文化芸術の「多様な価値」を活かして，未来をつくる～

い

（１）文化芸術の価値
（本質的価値）
・豊かな人間性を涵養，創造力・感性を育成
・文化的な伝統を尊重する心を育成

（社会的・経済的価値）
・他者と共感し合う心，人間相互の理解を促進
・質の高い経済活動を実現
・人間尊重の価値観，人類の真の発展に貢献
・文化の多様性を維持，世界平和の礎

（２）文化芸術を取り巻く状況変化
・新・文化芸術基本法の成立
・少子高齢化・グローバル化・情報通信技術の
急速な進展等社会状況の変化

・2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会の開催

かん

・クールジャパン戦略（内閣府）
・放送コンテンツ等の海外展開（総務省，外務省）
・外務省・国際交流基金の文化・日本語事業（外務省）
・スポーツ文化ツーリズム（スポーツ庁，文化庁，観光庁）
・児童福祉文化財（厚労省）
・障害者芸術文化活動（厚労省）
・和食文化の国内外への発信，国産花きや茶の需要拡大，
鯨類に関する文化の情報発信（農水省）

・日本商品・サービスの海外需要開拓，伝統的工芸品，コ
ンテンツ産業（経産省）

・歴史・文化を
い
活かしたまちづくり，海外日本庭園の再生

生（国交省）
・訪日プロモーション，文化観光資源の活用，多言語化解
説整備支援（観光庁）

・国立公園の情報発信（環境省）
・国際的な文化発信拠点，地域の文化クラスター（文化庁）

等
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2 文化庁予算について
平成30年度予算は，「文化芸術の創造・発展と人材育成」，「かけがえのない文化財の保存，

活用及び継承等」，「文化資源を生かした社会的・経済的価値の創出」，「日本ブランド向上に
向けた多彩な文化芸術の発信」及び「文化発信を支える基盤の整備・充実」といった主要施
策により，社会的・経済的価値をはぐくむ文化政策を推進する内容となっています（図表
2）。
「文化芸術の創造・発展と人材育成」では，豊かな芸術活動等を生み出す環境を創出し，

我が国の芸術水準と国際的評価を高めるため，地域の特色ある文化芸術の取組支援，芸術団
体の創造活動への効果的な支援及び子供たちの文化芸術を体験する機会の充実などの施策を
推進しています。
「かけがえのない文化財の保存，活用及び継承等」では，「日本遺産」をはじめ文化財を活

用した観光振興・地域経済の活性化のための支援や，文化財を次世代に確実に継承するた
め，修理・整備や技術者の育成等への支援の充実を図っています。
「文化資源を生かした社会的・経済的価値の創出」では，文化財の活用を促進するセン

ター機能の整備や文化財の保存・活用の好循環サイクルに向けた仕組みを構築するなど，文
化資源を生かし，文化で稼ぐ新たな政策の推進を図っています。
「日本ブランド向上に向けた多彩な文化芸術の発信」では，文化人・芸術家等のネット

ワーク形成・強化などによる国際文化交流や，我が国の多様な文化芸術を戦略的に国内外へ
発信する取組の推進を図っています。
「文化発信を支える基盤の整備・充実」では，国立文化施設の整備・充実などを通じて，

文化発信の国内基盤を強化し，国民の鑑賞機会の充実を図るとともに，外国人に対する日本
語教育の推進などを図っています。

このほか，国際観光旅客税を活用して，文化財に対する多言語解説の整備を支援し，外国
人観光客の日本文化への理解促進を図っています。
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	 図表 2 	 平成30年度文化庁予算

（単位：百万円）

（注）1．単位未満を各々四捨五入しているため，合計額と合致しない場合がある。

日本芸術文化振興会
10,173（9.4%）
運営費交付金10,089
施設整備費 83

国立文化財機構
9,149（8.5%）
運営費交付金8,744
施設整備費 405

国立科学博物館
2,729（2.5%）

文化財の総合的な
活用による観光
戦略実行プランの推進
12,333（11.5%）

文化財の適切な修理等による
継承・活用等
31,033（28.8%）

文化財の適切な修理等による
継承・活用等
31,033（28.8%）

文化財保護の充実
48,226（44.8%）

文化財の公開活用，
伝承者養成，鑑賞
機会の充実等
4,231（3.9%）

文化財の公開活用，
伝承者養成，鑑賞
機会の充実等
4,231（3.9%）

その他
629（0.6%）

国立文化
施設関係
31,400

（29.1%）
平成30年度

予算額
107,729百万円

その他
2,624（2.4%）

芸術家等の人材育成
8,630（8.0%）
芸術家等の人材育成
8,630（8.0%）

芸術文化の振興
24,459（22.7%）
芸術文化の振興
24,459（22.7%）

文化芸術創造活動への
効果的な支援
6,830（6.3%）

文化芸術資源
の創造・活用
による地方創
生と経済活性
化等の推進
6,374（5.9%）

文化芸術資源
の創造・活用
による地方創
生と経済活性
化等の推進
6,374（5.9%）

その他
3,644

（3.4%）

運営費交付金 2,729

国立美術館
9,349（8.7%）
運営費交付金7,539
施設整備費 1,810

	 第2節	 	新・文化庁の構築に向けた機能強化
と本格移転に向けた取組

1 新・文化庁の構築に向けた機能強化
「文化芸術立国」を実現していくため，平成28年の「文化芸術立国の実現を加速する文化

政策―「新・文化庁」を目指す機能強化と2020年以降への遺産（レガシー）創出に向けた
緊急提言―（答申）」（平成28年11月17日 文化審議会）において，政策を総合的に調整し推
進していくための体制の整備に努めることが答申され，加えて，29年の「文化芸術基本法」
の改正において，文化庁の機能の拡充等を検討し，必要な措置を講ずるものとされました。

また，平成28年 3 月には地方創生等の観点から，「政府関係機関移転基本方針」（まち・ひ
と・しごと創生本部決定）において，文化庁の京都への全面的な移転が決定されたところで
す。

このような背景を踏まえ，文化庁では，「文部科学省設置法」等を改正し内部組織の再編
を行い，平成30年10月に新体制を整えました。具体的には，文化に関する基本的な政策の
企画及び立案並びに推進に関する事務等を文化庁の所掌事務に加えるとともに，学校におけ
る芸術に関する教育の基準の設定に関する事務及び博物館による社会教育の振興に関する事
務を文部科学省本省から移管しました。また，組織としては，文化部・文化財部の二部制の
廃止や文化資源活用課の設置など，時代区分を超えた組織編制，分野別の縦割型から目的に
対応した組織編制とし，政策課題への柔軟かつ機動的な取組に対応できるようにしました。
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